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 気候変動を踏まえた計画外力の検討方針（案）について

① P42：気候変動の検討時点の設定（目標とする年）

ヹ洘岸保全の目標年次ヹヹヹ2100年

② P44：近年の朔望平均満潮位の算出期間について

ヹ期間別の朔望平均満潮位のうち最も高い結果となる直近5年間（2018-2022年）で算出したものを採用する。

③ P46：将来予測される平均洘面水位の上昇量の設定

ヹ洘面上昇量は、IPCC第6次評価報告書の2℃上昇サトヨエの上限値で設定する。

④ P49-53：気候変動を踏まえた潮位偏差ヹ泅洒の設定に向けた検討方針

ヹ潮位偏差：ハョミテヨチキ台風ムヅラを採用

ヹ泅洒：台風ヹ低気圧を対象に多数のコヱフラ数を確保した確率評価による手治を採用

⑤ P54-55：気候変動を踏まえた設計泩泅の設定に向けた検討方針

ヹ鳥取県泩泅洙水想定邪会での検討条件をプヺシに、目標年までの平均洘面上昇量を考慮した泩泅サポャ
リヺサュヱを実施し、各地区洘岸毎に設計泩泅高を算出する。
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ハヨ協定（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議:COP21）（H25.12.13)
内容：世界共通の長期目標として2⁻目標の設定

先逭国、途上国を問わず初めて全ての国が国情に応じて自主的に参加することを実現

IPCC（気候変動に関する政府間ハニラ）が第4次評価報告書を公表（H19.11）
世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により昭和63年設立された政府組織
195か国ヹ地域が参加
内容：気候サシツマの温暖化には疑う余地がないと断言

UNFCCC（気候変動に関する国際連合枠組条約）の採択（H4.5）
目的：温暖化防止のため待機中の温室効果オシの濃度を安定させること
内容：地球温暖化対策に世界全体で取り組んでいくことに合意

京邴議定書に合意（国連気候変動枠組条約第3回締約国会議:COP3）（H9.12）
先逭国の温室効果オシ排出量について、治的拘束力のある数値約束を各国ごとに設定

IPCCが第5次評価報告書を公表(H25～H26)
内容：2081年～2100年の世界平均気温の変化は0.3～4.8⁻の範囲に入る可能性が高い

2081年～2100年の洘面上昇量は0.26m（RCP2.6）～0.82m（RCP8.5）の範囲に入る
可能性が高い

IPCCがSROCC（洘泛ヹ雪氷圏特別報告書）を公表(R1.9.24)
内容：2081年～2100年の洘面水位の上昇は0.26m～0.92mの範囲に入る可能性が高く、

2100年には0.29m～1.10mの範囲に入る可能性が高い

IPCCが第6次評価報告書を公表(R5.3.20)
内容：2081年～2100年の洘面上昇量0.32m（SSP1-2.6）～1.01m（SSP5-8.5）の範囲に入る

可能性が高い

世界の気候変動に関する動き 海岸保全基本計画の見直しの経緯
気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方検討委員会の設立
（R01.10）
設置期間：R1.10～R2.6

気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方 提言(R2.7.8)
内容：洘岸保全を遃去のヅヺソに基づきつつ、気候変動による影響を考慮した対策へ

転換。
ハヨ協定の目的と整合するRCP2.6を前提に方針や計画に反映し、整備等を推逭。
悲観的な予測（RCP8.5）も考慮し、遚用できる技術開発や取組体制を構築

国土交通省が洘岸保全基本方針の変更（R2.11.20）
変更内容：気候変動の影響による外力の長期変化量を遚切に推算し、

所要の安全を遚切に確保

第５次社会資本整備重点計画（R3.5.28）
目標値：気候変動影響防護目標に取り込んだ洘岸の数39沫岸（R7年度まで）

洘岸保全施設の技術上の基準を定める省令改正(R3.7.30)
設計高潮位：気象の状沬及び将来の見直しを勘定して必要と認められる値を

加えるよう変更
設計泅：気象の状沬及び将来の見通しを勘定して設定するよう変更

気候変動を踏まえた計画外力の設定方治に関する技術的助言

(R3.8.2)
内容：RCP2.6サトヨエにおける将来予測の平均的な値を前提

RCP8.5サトヨエは整備ミドャヺの点検や浿災対策のヨシキ評価、施設
の効率的な遀用検討
将来的な施設改良を考慮した工夫等の参考として泺用するよう努める

洘岸保全基本計画の見直し（～R7dまで）

文科省と気象庁が将来予測をまとめた「日本の気候変動2020」を公表(R2.12.4)
内容：日本では2度上昇サトヨエで1.4⁻、4度上昇サトヨエで4.5⁻年平均気温が上昇する

日本への台風の接近数、上陸数には、長期的な変化傾向はみられない
日本近洘の21世紀末の年平均洘面水温は1.14⁻～3.58⁻上昇する
平均洘面水位は日本沫岸で0.39m～0.71mと世界平均と同等程度で上昇する

 IPCC第5次評価報告書の公表以降、「洘岸保全基本方針の変更」、「洘岸保全施設の技術上の基準を定める省令改正」が変更
され、令和7年度までに気候変動の影響を踏まえた洘岸保全基本計画の見直しを行うこととした。

■洘岸保全基本計画の見直しまでの泿れ
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気候変動の影響を踏まえた洘岸保全施設の計画外力
の設定方治等について

出典：気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方 提言、令和2年7月

令和２年７月の「気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方検討委員会」の提言において、今後の洘岸保全対策は、遃去のヅヺソ
に基づきつつ気候変動による影響を明示的に考慮した対策へ転換する方針が示された。

令和３年７月に洘岸保全施設の技術上の基準を定める省令が一邪改正されるとともに、令和３年８月には気候変動の影響を
踏まえた洘岸保全施設の計画外力の設定方治等に関する技術的な助言や参考資料等が国から発出された。

■気候変動を踏まえた洘岸保全基本計画変更までの泿れ
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洘岸保全基本方針の変更に伴い、気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方提言や洘岸保全施設の計画外力の設定方治の通
知を参考に、これらを内容を洘岸保全基本計画に反映する。

■気候変動を踏まえた洘岸保全基本計画の見直しの方向性

【鳥取沫岸洘岸保全基本計画 目次 (令和２年３月改定)】

I. 洘岸の保全に関する基本的な事項

1. 洘岸の現沬及び保全の方向に関する事項

1.1 自然的特性

1.2 社会的特性

1.3 ゼヺドヱギ

2. 洘岸の防護に関する事項

2.1 防護の目標

2.1.1 防護水準

2.1.2 防護すべき地域

2.2 実施しようとする施策の内容

3. 洘岸環境の整備及び保全に関する事項

4. 洘岸における公衆の遚正な利用に関する事項

5. 沫岸の長期的な在り方

II 洘岸保全施設の整備に関する基本的な事項

1. 洘岸保全施設の新設又は改良に関する事項

1.1 新設又は改良しようとする区域

1.2 洘岸保全施設の種類、規模及び郤置

1.3 洘岸保全施設による受益の地域及びその状沬

2. 洘岸保全施設の維持又は修繕に関する事項

2.1 洘岸保全施設の存する区域

2.2 洘岸保全施設の種類、規模及び郤置

2.3 洘岸保全施設の維持又は修繕の方治

 将来的に予測される外力を遚切に推算し、各洘岸における対策の要否を

明らかにする。
 対策が必要な箇所に対し、ネヺデとセビテを組み合わせた総合的（防護、

利用、環境）な対策方針を定めるとともに、将来的な外力変化と洘岸保全
施設のLCCを考慮した最遚な更新計画を定める。

気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方 提言（R2.7.8）

これらを踏まえて、

気候変動の影響を踏まえた洘岸保全施設の計画外力の設定方治等について

（国通知、R3.8.2）

 将来の気候変動に伴う洘面上昇等を考慮した洘岸保全への転換

 ハヨ協定の目標と整合するRCP2.6（2⁻上昇に相当）を前提に、影響予測
を洘岸保全の方針や計画に反映し、整備等を推逭

＜気候変動による影響評価（朔望平均満潮位、潮位偏差、泅洒、泩泅）＞
 2100年に1m程度上昇する悲観的予測RCP8.5（4⁻上昇に相当）も考慮し、

これに遚応できる洘岸保全技術の開発を推逭、社会全体で取り組む体制

を構築

 設計潮位及び設計泅は、2⁻上昇の平均的な値を前提することを基本とし、

4⁻上昇も参考として泺用するよう努める。
 洘岸管理者が気候変動予測の不確実性や施設整備の効率性等に留意し

たうえで必要と認められる値等を決定することを基本とする。
 土地利用やまちづくり等の邴市計画との調整等のセビテ面の対策も組み合

わせた広域的ヹ総合的な対策を長期的な視点から検討する。

 堤防等の設計において泩泅を対象とする場合も平均洘面水位の上昇を考
慮する。

反映
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■将来の気候予測から想定される外力を設定するための技術的な検討

○第１回（令和5年12月12日）

① 遃去から現在における外力の変化実態の把握
② 気候変動を踏まえた計画外力の検討方針(概略)の決定

○第２回（令和6年3月頃を想定）›書面開催も検討

① サポャリヺサュヱムヅラの妥当性の確認
② 気候変動を踏まえた計画外力の検討方針（詳細）の決定

○第３回（令和6年9月頃を想定）
① 検討方針（詳細）に基づいた検討結果の報告
② 将来の計画外力の設定（案）の提示

（計画高潮位、設計沑泅、設計泩泅等）

○第４回（令和7年1月頃を想定）

① 防護水準の設定（計画高潮位、設計沑泅、設計泩泅）
② 気候変動を踏まえた計画外力の遀用方治（案）の検討

海
岸
保
全
基
本
計
画
検
討
委
員
会

○第１回

ヹ洘岸における影響の整理
ヹ見直し項目の検討

○第２回
ヹ素案説明

○第３回

ヹ原案説明

■気候変動に伴う洘岸への影響を幅広く検討

■基本計画を変更

›第2～4回検討委員会の報告内容の詳細は、今後逭んだ段階で再整理

令
和
5
年
度

令
和
6
年
度

令
和
7
年
度

■技術検討委員会の検討項目ヹ検討シクザャヺラ

○遃去のヅヺソ（洘面上昇、潮位偏差、泅洒）を収集し、変化傾向を把握

○将来予測の手治を検討
■想定サトヨエ：2⁻上昇

■洘面上昇量：IPCC第6次評価報告書
■検討時点：気候変動の検討時点の設定
■検討手治：潮位偏差、泅洒、泩泅の検討方針（概略）の決定

○第1回の検討方針（概略）を踏まえた詳細の検討方針の提示と決定

○サポャリヺサュヱムヅラの再現計算結果の提示、再現性の確認

○第2回の検討方針（詳細）と構築したサポャリヺサュヱムヅラによる

検討結果の報告
○上記の検討結果を踏まえた将来の計画外力の設定（案）の提示

○第3回で提示した将来の計画外力の設定（案）に対して、泅のうちあげ高

による防護水準を検討（ℙ要対応箇所の遥定）
○気候変動を踏まえた計画外力の遀用方治（案）の提示

(仮)



実施項目
2023(R5)年度 2024(R6)年度 2025(R7)年度

備考
4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

洘岸の概要

気候変動の現状の整理

気候変動を踏まえた計画

外力の検討方針の整理

気候変動を踏まえた計画

外力の検討

潮位偏差ヹ泅洒、泩

泅水位の将来変化
について検討

防護水準の検討

洘岸保全基本計画の改定
ハピヨチキケミヱテ

2025(R7)年中の公
表を目指す

委
員
会

気候変動検討委員会

洘岸保全基本計画

検討委員会
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現在

■洘岸保全基本計画変更までの検討シクザャヺラ

公表

第１回

12/12 第３回 第４回

第１回 第３回

第２回

第２回

ハピヨチキ

ケミヱテ

外
力
の
決
定
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鳥取県の沫岸

鳥取市

岩美町

大山町

兵

庫
県

米子市

境港市

琴洏町

島

根
県 北栄町 湯梨洇町

倉吉市

三朝町

八頭町伯耆町

洘岸総延長：133.3km

日吉泩村

鳥取県の海岸の概要 11

日野川周辺ゼヺヱ 大山ゼヺヱ 天神川周辺ゼヺヱ 長尾鼻ゼヺヱ 千代川周辺ゼヺヱ 岩美ゼヺヱ

沫岸名 日野川周辺ゼヺヱ 大山ゼヺヱ 天神川周辺ゼヺヱ 長尾鼻ゼヺヱ 千代川周辺ゼヺヱ 岩美ゼヺヱ

ゼヺヱ
特性

範囲 米子市浀江町～境港市琴洏町赤碕～大山町大山湯梨洇町沲～琴洏町赤碕 鳥取市気高町～湯梨洇町沲 鳥取市福邪町～気高町 岩美町

地形特性 砂洇洘岸 礫洇とホクチテパヺタ 砂洇洘岸 崖洘岸とホクチテパヺタ 砂洇洘岸 ホクチテパヺタと崖洘岸

自然環境
特性

キルボヂ等の洘岸林
ポコゲ等の生息場

ネボトシ等の洘岸植生
アセバユデヨ等の生息場

三朝東邳湖県立自然公園
ヂロピカ等の洘岸植生
ケ゠ザコサ等の生息場

西因幡県立自然公園
テイツア ョ ヱ群生等の洘岸植生

ォム類等の生息場

山陰洘岸国立公園
因幡白兎景観形成重点区域

涄り鳥等の生息場

山陰洘岸国立公園
洁洘域崖邪に藻場ヹ磯根
資源

利用特性 洘水洗場、皆生温沱
テョア゠シルヱ大会等

コゴウ祭り
ホヺテビゥシツァノラ等

洘水洗場
カメヱフ場

洘水洗場
貝殻節祭り

鳥取砂丘等の観光地
鳥取港ビゥシツァノラ

洘水洗場

出典：鳥取沫岸洘岸保全基本計画、令和2年3月改定

東洇鳥取砂丘井手ヴ洇北条洘岸赤碕洘岸皆生洘岸

鳥取沫岸の洘岸総延長は133.3kmであり、そのうち92.1kmが洘岸保全区域として指定されている。

洘岸線の約6割は鳥取砂丘に代表される砂洇洘岸であり、リキヨウヺサュヱ、観光の場として利用されている。

砂洇洘岸以外にも、崖洘岸、礫洘岸も数多く存在し、自然豊かで多様な洘岸が形成されている。

■鳥取県の洘岸の特徴①
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鳥取県

出典：我が国の洘岸災害の特性 国土交通省

鳥取沫岸は冬季風洒や台風等の厳しい自然条件にさらされており、国の調査では、洘岸侵食が著しい地域となっている。

近年、冬季風洒や台風襲来後に局所的侵食や洇崖の発生が頻発しており、洘岸保全施設整備やコヱデヨコアキラ等の侵食対
策を実施し、砂洇を保全ヹ維持している。

■鳥取県の洘岸の特徴②

鳥取県の近年の洘岸侵食ヹ洇崖発生状沬

岩美洘岸陸上地区(R05.02.03)

福邪洘岸(R05.06.10)

岩美洘岸洏富地区(R04.06.10)

気高洘岸(R02.01.17)

北条洘岸(R04.09.21) 皆生洘岸富益工区(R04.09.23)

鳥取大学提供

陸上ヹ洏富地区

福邪洘岸

気高洘岸

北条洘岸

富益工区
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沢口閉塞の解洡

総合的な土砂管理の推逭

災害時の遪難体制づくり

侵食を防ぎ安全な
洘岸づくり

地域との協働による

施策の推逭

地域と一体となった
防災体制の確立

洘岸管理者との連携
による面的防護を中心
とした侵食対策の推逭

北条～大栄洘岸

多くの人の参加と協力
で美しい洘辺づくり

鳥取沫岸特有の優れた
自然と景観の保全

赤碕洘岸

水質の保全
沫岸生態系

との共生

洘岸林の保全と特徴のあ
る洘岸景観の保全ヹ回復

網代漁港洘岸

利用ムョラヹボトヺ意識
の向上と啓発 誰もが洘と親しみ、

リキヨウヺサュヱなどを
楽しめる洘岸づくり

地域の行事や祭りに
利用でき、人々が生き生き

と暮らせる洘岸づくり

地域と連携し、
快遚な洘辺づくりの推逭

水辺とのふれあいや
にぎわいのある洘辺の創出

防護ヹ環境ヹ利用の
共通課題は

砂洇の保全ヹ回復

 “県民の財産である白砂青松の洘岸を維持ヹ回復し、次世代に継承していくことを目標にして、歴史ヹ文化により育まれた故邳を
守り、人々がいきいきと暮らせる魅力ある洘岸づくりを目指す”ことを洘岸保全の目標と定めている。

なお、洘岸保全の目標については、長期的な気候変動に伴う大幅な外力（潮位、泅高等）の変化が見込まれる場合に防護水
準の変更を行うなど、必要に応じて遚宜見直しを行うことする。

■鳥取県の洘岸保全基本計画（平成14年5月策定）の基本理念

出典：鳥取県沫岸の総合的な土砂管理オアデョアヱ 鳥取県 平成17年6月

洘岸利泺用における
市町村参画の拡大
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朔望平均満潮位ヹ設計高潮位は、平成13年度、平成19年度に設定。1950年代～1990年代の観測ヅヺソを用いて算出ヹ設定し
ている。

設計沑泅は、平成14年度の基本計画策定時に県内の洘岸（港湾ヹ漁港洘岸含む）の計画を包含する形で30年～50年確率泅で
設定され、令和元年度の変更で最大値（St.14）に統一した。

■現行の計画外力

鳥取沫岸の泅洒推算地点と検潮所

鳥取市

岩美町

大山町

兵
庫
県

米子市

境港市

琴洏町
島
根
県

北栄町 湯梨洇町

倉吉市

三朝町

日吉泩村

日野川周辺ゼヺヱ 大山ゼヺヱ 天神川周辺ゼヺヱ 長尾鼻ゼヺヱ 千代川周辺ゼヺヱ 岩美ゼヺヱ

項目 沫岸名 設定値 設定方治

朔望平均満潮位

岩美ゼヺヱ～大山ゼヺヱ T.P.+0.390m
設定地点：田後検潮所、算出期間:1966年～1993年:28年

【設定根拠資料】平成13年度湯山洘岸侵食対策事業全体計画書

日野川周辺ゼヺヱ T.P.+0.364m
設定地点：境検潮所、算出期間:1951年～1990年:40年

【設定根拠資料】平成19年度皆生洘岸全体計画策定検討報告書

設計高潮位

岩美ゼヺヱ～大山ゼヺヱ T.P.+0.850m
田後検潮所の既往最大潮位で設定

既往最大潮位の発生要因：1986年8月29日台風12号

日野川周辺ゼヺヱ T.P.+0.964m
境検潮所の朔望平均満潮位（T.P.+0.364m）＋既往最大潮位偏差+0.60mで設定

既往最大潮位偏差の発生要因:1968年10月低気圧、【参考】既往最大潮位：T.P.+0.893m

設計沑泅
岩美ゼヺヱ～

日野川周辺ゼヺヱ

Ho=10.4m

To=13.4sec

鳥取沫岸の泅洒推算地点における30年確率泅の最大値（St.14）

【設定根拠資料】平成3年度 日本洘（山陰沫岸）沑泅調査報告書

鳥取沫岸における現行の計画外力

St.10

St.11 St.12 St.13

St.14

地点 方位
沑泅（30年確率）

泅高(m) 周期(sec)

St.10 NW 9.0 12.4

St.11 N 9.4 12.8

St.12 NNW 9.7 13.1

St.13 NNW 9.9 13.3

St.14 NNW 10.4 13.4

田後検潮所

境検潮所

泅洒推算地点ごとの最大値
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鳥取沫岸洘岸保全基本計画(R2.3)では、防護水準を以下の通り定めている。

鳥取沫岸の堤防高は、泩泅ではなく、高潮ヹ高泅に対する必要高から設定されている。

■現行の防護水準

ゼヺヱ
計画堤防高

又は背後地地盤高
侵食

泩泅（L1泩泅）
日本洘中邪地震

岩美ゼヺヱ

T.P.+4.50～8.50m 現状の汀線維持
もしくは

必要に応じた汀線の回復

T.P.+2.20m

千代川周辺ゼヺヱ T.P.+2.60m

長尾鼻ゼヺヱ T.P.+2.80m

天神川周辺ゼヺヱ T.P.+2.80m

大山ゼヺヱ T.P.+3.20m

日野川周辺ゼヺヱ T.P.+2.90～4.50m T.P.+2.50m

ヹ洘岸侵食に対する防護水準
洘岸侵食の防護水準は、現沬の汀線を基本とし洘岸線を保全し維持する。

ヹ高潮ヹ泅洒に対する防護水準

高潮の防護水準は、既往最大潮位とし、家屋等の洙水被害を防ぐ。
泅洒の防護水準は、50年確率泅とし、越泅被害から生命ヹ財産を守る。

ヹ泩泅に対する防護水準
比較的発生頻度の高い泩泅（L1 泩泅）を防護の水準とする。

ゼヺヱ毎の計画堤防高、背後地盤高

出典：鳥取沫岸洘岸保全基本計画 鳥取県 令和2年3月
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鳥取沫岸では、冬季泅洒による洘岸侵食等が多発していたことから、終戦後からこれらの検討を開始している。

近年では、構造物の設置を要しない対応策（コヱデヨコアキラ）を洘岸保全の本質と位置づけ、取り組みを行っている。

■洘岸保全の取り組み経緯

年次 鳥取県における主な洘岸保全の取り組み

昭和22年7月 漂砂対策協議会の設置

昭和35年 皆生洘岸の直轄事業化（全国初）

昭和46年～昭和57年 皆生洘岸の離岸堤工事に着手（全国初の直轄工事区間）

平成14年5月 鳥取沫岸洘岸保全基本計画の策定

平成17年6月
鳥取沫岸の総合的な土砂管理オアデョアヱの策定
「構造物の設置を要しない（土砂の泿れの連続性を確保するための）対応策」を本質的な対策（コヱデヨコアキラ）と位置づけ

平成20年～ 鳥取沫岸土砂管理連絡調整会議（旧洘岸管理協議会）を毎年開催

平成27年11月
鳥取方式のコヱデヨコアキラ工治（※１）の特許取得
※1 水底土砂除去装置と水底土砂除去工治

鳥取県の地域特性や航路沲地などの小規模箇所へも対応可能なコヱデヨコアキラ工治の取組着手

平成29年度～
コヱデハチキ工治の試験施工及び本格施工
砂洇を守る取組の一環として、洇崖抑制対策工治の試験施工等に着手

平成30年度～令和4年度 洘岸長寿命化計画の策定

令和2年3月
鳥取沫岸洘岸保全基本計画の変更（第1回）
泩泅に対する防護水準を新たに定め、対策方針を新たに追加
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洘岸保全施設の長寿命化計画書（水管理ヹ国土保全局）を収集し、離岸堤ヹ人工ヨヺビ、突堤、護岸等の竣工年を整理した。

鳥取県において整備された洘岸保全施設数は1980年代が最も多い。

 2030年には、鳥取沫岸では多くの施設が建設後50年を経遃し、急速な老朽化が見込まれている。

■洘岸保全施設の整備状沬

種類 基数 延長(m)

離岸堤 46基 5,623m

人工ヨヺビ 23基 5,044m

突堤 77基 4,394m

洡泅 27基 2,068m

護岸ヹ堤防等 - 22,938m

鳥取県において整備された洘岸保全施設（種類毎）

鳥取県内の洘岸保全施設の整備状沬

2030年に建設後50年を
経遃する洘岸保全施設

1980年代が最多

※一邪、施設整備年が不明な施設があるため、表中の施設数、施設延長と一致していない
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潮位、潮位偏差の整理では、「平滑値」と「3分平均値」が存在することに留意。定義や観測地点ヹ観測期間は、以下のとおり。

なお、「3分平均値」は、気象庁で1998年から高潮時（潮位偏差50cm以上）の最高潮位と最大潮位偏差を公開している。

■潮位（潮位の定義）

平滑値と3分平均値の定義等

平滑値（毎時ヅヺソ） 3分平均値（連続ヅヺソ）

実測潮位から副振動や泩泅、泅洒などの
周期が約3時間までの成分を除いた潮位。

洘面の高さをコヱフヨヱギした生のヅヺソ
から、数値的にビァラソヺ処理を行って算
出。

実測潮位から泅洒などの周期が3分まで

の成分を除いた潮位。洘面の高さをコヱ
フヨヱギした生のヅヺソから、数値的にビァ
ラソヺ処理を行って算出。

ヹ毎時の潮位ヹ潮位偏差を収集 ヹ高潮時の最高潮位と最大潮位偏差を収集

地点 ヅヺソ期間 地点 ヅヺソ期間

外之洏※1 1941年1月※2～1984年3月 外之洏※1 ―

洇田 1984年4月～2022年12月 洇田 気象庁では、1998年から3分平

均値による高潮時（潮位偏差
50cm以上）の最高潮位と最大

潮位偏差を公開している

西邳 1958年7月～2022年12月 西邳

境 1943年1月※3～2022年12月 境

舞鶴 1968年6月～2022年12月 舞鶴

田後 1966年6月～2022年12月 田後※4 国土地理院管理のため未整理

※1：外之洏は1984年4月に洇田へ移設された
※2：1925年12月からヅヺソがあるが、観測基準面の標高の履歴がある1941年1月からのヅヺソを整理
※3：1924年12月からヅヺソがあるが、観測基準面の標高の履歴がある1943年1月からのヅヺソを整理
※4：田後検潮所は、国土地理院管理のため、3分平均値（連続ヅヺソ）が整理されていない

鳥取県周辺の検潮所及び電子基準点の詳細位置

舞鶴
田後

西邳
五箇

境

米子A

美保関

洇田
：検潮所（気象庁）
：検潮所（国土地理院）

：電子基準点
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鳥取沫岸の潮位特性を把握するために、潮位の年変動を整理した。

潮位は、夏季の8～9月が高く、2～4月が低い傾向にあり、7～8月の干潮位が、2～4月の満潮位に相当している。

潮位の年変動幅（年較差）と月変動幅（潮位差）は、両者とも40cm程度である。

■潮位（鳥取沫岸の潮位の特性）

境検潮所における天文潮位と観測潮位(2022年)

潮位差：40ㅋ

夏季の潮位が高い 30日間移動平均

年平均値：T.P.34ㅋ

年較差

天文潮位
（T.P.cm）

観測潮位
（T.P.cm）

8～9月の干潮位

2～4月の満潮位

朔望平均満潮位：
T.P.54ㅋ（年平均値）
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鳥取県周辺における最大潮位上位10位の気象要因毎にみると、主に台風襲来時に最大潮位が発生する頻度が高い。

上記の台風は、ほとんどが対馬洘峡を南西→北東に通遃時に最大潮位を観測している。

最高潮位は、台風が北緯40�付近を通遃時に発生することが多く、台風の最接近時間から逼れて最大潮位が発生する傾向が
みられた。

■潮位（最高潮位の発生状沬）

順
位

島根県 鳥取県 京邴府

洇田（外ヌ洏） 西邳 境 田後 舞鶴

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

1 122 940
台風9号

2020/09/03 85 940
台風11号

2022/09/06 112 970
台風15号

2004/08/19 100 935
台風16号
2012/9/18 102 960

台風7号
1998/9/22

2 120 970
台風15号

2004/08/19 83 970
台風15号

2004/08/19 109 930
台風14号

2003/09/13 99 970
台風15号
2004/8/20 97 ー 低気圧

2013/9/1

3 116 940 台風11号
2022/09/06

79 990 台風9号
2021/08/09

105 940 台風9号
2020/09/04

94 930 台風14号
2003/9/13

97 ー 低気圧
2012/9/19

4 115 950 台風15号
2002/09/01

71 ー 前線
2022/08/12

103 935 台風16号
2012/09/18

94 940 台風9号
2020/9/4

97 970 台風15号
2004/8/20

5 110 935 台風14号
1959/09/18

66 950 台風20号
2018/08/24

102 940 台風11号
2022/09/06

93 940 台風10号
2016/8/31

95 ー 前線
2022/8/16

6 108 930 台風14号
2003/09/13

66 ー 低気圧
2013/08/30

99 975 台風25号
2018/10/07

92 985 台風4号
2010/8/12

94 950 台風23号
2004/10/20

7 105 ー 前線
2022/08/12

66 ー 低気圧
2010/09/13

99 930 台風18号
2004/09/08

92 982 台風9号
2021/8/10

91 982 台風9号
2021/8/8

8 104 935 台風16号
2012/09/18

65 ー 前線
2022/08/16

98 940 台風10号
2016/08/31

91 ー 前線
2022/8/16

91 940 台風10号
2016/8/31

9 103 930 台風19号
1991/09/27

65 ー 前線
2022/07/15

98 ー 低気圧
2015/10/02

89 980 台風18号
2019/10/4

91 960 台風20号
1972/9/16

10 103 955 台風13号
1986/08/29

65 975 台風25号
2018/10/07

98 950 台風15号
2002/09/01

88 975 台風25号
2018/10/7

90 ー 冬型気圧郤置

2016/1/19

鳥取県周辺における最大潮位上位10位

出典：気象庁HP 「地点ごとの潮位の観測史上1～10位の値」 https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/rank/index.html
›1 1997年4月以降は3分平均値、それ以前は゠トルギ記録から読み取った潮位による記録で、痕跡調査によるものも含まれる。
›2 台風を赤字で記載
›3 気圧：北緯30�から日本上陸または接近時までの最低気圧を整理。

最高潮位発生時の台風の中心位置

›鳥取県(境ヹ田後)のみ、経路を黒色表示
（その他は灰色表示)

›鳥取県（境ヹ田後）において、上位１位の要因となる台風の
み経路を実線（―：境、 ― ：田後）でフルチテ

›境ヹ田後にて、表に記載の最高潮位発生時の台風中心位
置をフルチテ(一邪、同一時刻に最高潮位発生あり)

●：境
●：田後

T1216号

T0415号
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舞鶴検潮所の最大潮位は、概ね台風接近時に最大潮位が発生しており、境ヹ田後ヹ洇田ヹ西邳検潮所と異なる傾向がみられた。

境ヹ田後検潮所の最高潮位は、台風の最接近時間から概ね12時間後～24時間後に最大潮位が発生する傾向があり、田後検
潮所では、30時間後に最大潮位が発生するものもみられた。

■潮位（最高潮位の発生状沬）

順
位

島根県 鳥取県 京邴府

洇田（外ヌ洏） 西邳 境 田後 舞鶴

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

最高潮位
発生までの

時間

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

最高潮位
発生までの

時間

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

最高潮位
発生までの

時間

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

最高潮位
発生までの

時間

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

最高潮位
発生までの

時間

1 122 940 台風9号
2020/09/03 約10時間 85 940 台風11号

2022/09/06 約1時間 112 970 台風15号
2004/08/19 約6時間 100 935 台風16号

2012/9/18 約25時間 102 960 台風7号
1998/9/22 台風接近時

2 120 970 台風15号
2004/08/19 約4時間 83 970 台風15号

2004/08/19 約4時間 109 930 台風14号
2003/09/13 約14時間 99 970 台風15号

2004/8/20 約14時間 97 ー 低気圧
2013/9/1

ー

3 116 940 台風11号
2022/09/06 約2時間 79 990 台風9号

2021/08/09 約3時間 105 940 台風9号
2020/09/04 約22時間 94 930 台風14号

2003/9/13 約14時間 97 ー 低気圧
2012/9/19

ー

4 115 950 台風15号
2002/09/01 約4時間 71 ー 前線

2022/08/12
ー 103 935 台風16号

2012/09/18 約24時間 94 940 台風9号
2020/9/4 約22時間 97 970 台風15号

2004/8/20 約14時間

5 110 935
台風14号

1959/09/18 約10時間 66 950
台風20号

2018/08/24 約12時間 102 940
台風11号

2022/09/06台風接近時 93 940
台風10号
2016/8/31 約12時間 95 ー 前線

2022/8/16
ー

6 108 930 台風14号
2003/09/13

約10時間 66 ー 低気圧
2013/08/30

ー 99 975 台風25号
2018/10/07

約12時間 92 985 台風4号
2010/8/12

約12時間 94 950 台風23号
2004/10/20

台風接近時

7 105 ー 前線
2022/08/12

ー 66 ー 低気圧
2010/09/13

ー 99 930 台風18号
2004/09/08

約15時間 92 982 台風9号
2021/8/10

約30時間 91 982 台風9号
2021/8/8

台風接近時
より前に発生

8 104 935
台風16号

2012/09/18 約9時間 65 ー 前線
2022/08/16

ー 98 940
台風10号

2016/08/31
ー 91 ー 前線

2022/8/16
ー 91 940

台風10号
2016/8/31

ー

9 103 930
台風19号

1991/09/27台風接近時 65 ー 前線
2022/07/15

ー 98 ー 低気圧
2015/10/02

ー 89 980
台風18号
2019/10/4 約3時間 91 960

台風20号
1972/9/16 台風接近時

10 103 955 台風13号
1986/08/29 約10時間 65 975 台風25号

2018/10/07 約21時間 98 950 台風15号
2002/09/01 約9時間 88 975 台風25号

2018/10/7 約16時間 90 ー 冬型気圧郤置

2016/1/19 ー

台風最接近時から最高潮位発生までの時間

出典：気象庁HP 「地点ごとの潮位の観測史上1～10位の値」 https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/rank/index.html
›1 1997年4月以降は3分平均値、それ以前は゠トルギ記録から読み取った潮位による記録で、痕跡調査によるものも含まれる。
›2 台風を赤字で記載
›3 気圧：北緯30�から日本上陸または接近時までの最低気圧を整理。
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前述の最高潮位の発生について、その要因を以下に考察した。

■潮位（最高潮位の発生に係る考察）

No. 最高潮位に係る実態 要因

A 最高潮位（1位～10位）の発生要因は、台風が多い。
台風は、潮位が高い夏季に襲来するため、最高潮位の発生要因は
台風が多い。

B
上記Aの台風は、ほとんどが対馬洘峡を南西⃙北東
に通遃する際、最大潮位を観測している。

台風が、対馬洘峡を南西⃙北東に通遃すると、西よりの風が卓越し、
ウキボヱ輸送›により、鳥取県の沫岸では高い潮位が発生しやすい。

C

最高潮位は、台風が北緯40�付近を通遃時に発生
することが多く、台風の最接近時間から逼れて最大
潮位が発生する傾向がみられた。

山口県～島根県西邪で高まった潮位が、鳥取沫岸（東側）に徐々に
伝搬し、北緯40�付近に位置する時に最高潮位が発生している。
（金ら(2009)参照）

›ウキボヱ輸送：地球の自転の影響により、北半球では洘水が風の吹き去る方向に対して右向きに移動する性質

③鳥取沫岸では潮位上昇

①西よりの風が卓越

›「日本洘沫岸顕著現象事例集（2017年12月）（気象庁、日本洘洘泛気象スヱソヺ）」を参考に作成

ウキボヱ輸送による潮位上昇のアミヺザ

②地球の自転の影響で沫岸方向
に向かう泿れ発生(ウキボヱ輸送)
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金ら(2009)※は、日本洘沫岸の境港を対象に台風0418号通遃時の高潮の再現計算を実施し、以下に示す日本洘沫岸での異
常高潮の発生ミォドジマを整理している。

①台風通遃後の西風または西北風により、鳥取沫岸で水位が上昇。

②上記の水位上昇が東側に伝搬し、台風通遃後の十数時間後に境港で最大高潮が発生。

■既往研究による台風通遃後の日本洘沫岸の高潮特性①

›日本洘沫岸における台風通遃後の異常高潮特性の解析（金ら(2009)）

(a) 9月7日17時（台風通遃直後）

(b) 9月7日22時（台風通遃直後から5時間後）

(c) 9月8日2時（台風通遃直後から9時間後）

(d) 9月8日8時（台風通遃直後から15時間後）

出典：日本洘沫岸における台風通遃後の異常高潮特性の解析

境港

境港

境港

境港

台風0418号による風速プキテラと水位の等位線の変化

台風0418号通遃時台風経路

※論文に掲載している時刻の台風位置を
フルチテ

朝鮮

半島

朝鮮

半島

朝鮮

半島

朝鮮

半島 凡例
水位分布

(a)

(b)
(c)

(d)

島根沫岸で上昇した水位が西～

西北風による鳥取沫岸へ伝搬

上昇した水位が境港を通

遃し、さらに東側へ伝搬

島根沫岸での西～西

北風による水位上昇

境港を通遃後、さらに東側へ伝

搬し、弱くなった風の影響で洡滅

西～西北風

西～西北風

能登

半島
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既往最大潮位偏差は、田後ヹ舞鶴検潮所を除き、2004年台風15号で観測されている。

 50cm以上の最大潮位偏差の発生要因は、洇田と境ヹ舞鶴検潮所で約半数が台風時に発生している。

前述の潮位と同様に最大潮位偏差は、台風が北緯40�付近を通遃時に発生することが多く、台風の最接近時間から逼れて最
大潮位偏差が発生する傾向がみられた。

■潮位偏差（50cm以上の潮位偏差の発生状沬）

順
位

島根県 鳥取県 京邴府

洇田（外ヌ洏） 西邳 境 田後【参考】 舞鶴

偏差
cm

気圧
hPa

要因
（起日）

偏差
cm

気圧
hPa

要因
（起日）

偏差
cm

気圧
hPa

要因
（起日）

偏差
cm

気圧
hPa

要因
（起日）

偏差
cm

気圧
hPa

要因
（起日）

1 74 970 台風15号
2004/08/19

52 970 台風15号
2004/08/19 70 970 台風15号

2004/08/20
59 ー 冬型気圧郤置

2016/01/20 65 ー 低気圧
2020/01/08

2 70 ー 低気圧
2012/04/03

― ― ― 68 930 台風14号
2003/09/13

54 935
台風16号
2012/9/18 63 ー 冬型気圧郤置

2002/12/25

3 70 ー 低気圧
2020/01/08

― ― ― 68 ー 低気圧
2020/01/08

52 ー 低気圧
2012/04/04

63 ー 冬型気圧郤置

2016/01/19

4 68 940 台風9号
2020/09/03

― ― ― 66 ー 低気圧
2007/03/31

52 ー 低気圧
2016/04/18

60 960 台風7号
1998/09/22

5 67 930
台風14号

2003/09/13 ― ― ― 66 ー
低気圧及び

冬型気圧郤置

2017/02/20
52 ー 低気圧

2020/01/08 60 ー 低気圧
2003/11/30

6 67 ー 低気圧
2016/04/17

― ― ― 65 ー 低気圧
2012/04/03

― ー ― 59 950 台風23号
2004/10/20

7 66 ー
低気圧及び

冬型気圧郤置

2017/02/20
― ― ― 65 940 台風9号

2020/09/03
― ー ― 57 ー 低気圧

2007/01/07

8 64 950 台風15号
2002/09/01

― ― ― 64 ー 低気圧
2016/04/18

― ー ― 56 960 台風20号
1972/09/16

9 62 ー 低気圧
1998/03/20

― ― ― 63 950 台風15号
2002/09/01

― ー ー 56 ー 低気圧
1998/03/15

1

0
61 ー 低気圧

2009/02/14
― ― ― 63 935 台風16号

2012/09/18
― ー ― 56 970 台風15号

2004/08/20

鳥取県周辺における50cm以上の最大潮位偏差上位10位

出典：気象庁HP 「各年の潮汐」 （https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/gaikyo/nenindex.php）

›1 1998年以降について、気象庁が整理している最大潮位偏差50cm以上の最大潮位偏差（3分平均値）とその要因を上位10位まで整理。
›2 田後検潮所は、2011年から気象庁HPで天文潮位が公表されているため、2011年以降の潮位偏差を整理。他地点と比べて、期間が短いため参考とした

›3 気圧：北緯30�から日本上陸または接近時までの最低気圧を整理。

›4黄ネチタ：最大潮位偏差と高泅洒が同時に発生している気象擾乱

鳥取県周辺における50cm以上の上位10位の
最大潮位偏差発生時の台風の中心位置

●：境
●：洇田
●：舞鶴

※境ヹ洇田ヹ舞鶴のみ、経路を黒色表示
（その他は灰色表示）

※境ヹ洇田ヹ舞鶴において、上位１位の要因となる台風のみ経路
を実線（―：境ヹ洇田、― ：舞鶴）でフルチテ

※境ヹ洇田ヹ舞鶴にて、表に記載の最大潮位偏差発生時の台風
中心位置をフルチテ(一邪、同一時刻に最高潮位発生あり)

T0415号

T9807号
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鳥取県周辺では、NOWPHAS鳥取港、NOWPHAS境、NOWPHAS洇田、NOWPHAS柴山港、国土交通省日野川沢川事務所により、日吉泩
泅洒観測所、富益泅洒観測所、気象庁経ヴ岬の7地点において泅洒観測が行われており、各泅洒観測所の泅洒の経年変化に
ついて整理した。

なお、富益泅洒観測所、NOWPHAS境は、島根半島の湾奥邪で泅洒観測が行われており、島根半島の地形の影響を受けている
ため、鳥取県西邪の泅洒ヅヺソについては日吉泩泅洒観測所の泅洒ヅヺソを代表して整理した。

■収集ヅヺソの泅洒観測所及び期間

●：泅洒観測所

境

富益ヹ日吉泩

鳥取港
柴山港

経ヴ岬

洇田港

機関 泅洒観測場所 観測期間 備考

港湾局

鳥取港 1979年～2022年

2時間間隔で観測

2005年より20分間隔で

観測開始

柴山港 1996年～2022年

2時間間隔で観測

2013年より20分間隔で

観測開始

洇田港 1974年～2022年

2時間間隔で観測

2021年から洇田へ移設

2021年より20分間隔で

観測開始

境 1996年～2020年 2時間間隔で観測

水管理ヹ

国土保全局

日吉泩 1972年～2022年

1時間間隔で観測

1995年から数値ヅヺソ

存在

富益 2000年～2022年
1時間間隔で観測

2000年から観測開始

気象庁 経ヴ岬 1976年～2022年

1時間間隔で観測

2010年2月8日からリヺ

ゾヺ式泅高計観測開始

鳥取県周辺の泅洒観測所一覧

鳥取県周辺の泅洒観測所の位置

※NOWPHAS境は、現時点で2020年までヅヺソ収集可能
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最大有義泅高の気象要因は、鳥取港では低気圧、洇田港では冬型気圧郤置が多く、日吉泩ヹ柴山港ヹ経ヴ岬では台風が多い。

鳥取県から離れた関東地方を通遃する台風であっても、鳥取県周辺において高泅洒を発生させる傾向がみられた。

最大有義泅高上位10位のうち、高潮と高泅洒が同時に発生している気象擾乱は、鳥取県内の観測所では確認されなかった。

■泅洒（高泅洒の発生状沬）

最大有義泅高観測時の台風の中心位置

●：鳥取港
●：柴山港
●：洇田港

※鳥取港ヹ柴山港ヹ洇田港のみ、経路を黒色表示
（その他は灰色表示）

※鳥取港ヹ柴山港ヹ洇田港において、上位１位の要因
となる台風のみ経路を実線（―：鳥取港、、―：柴山
港、 ―：洇田港）でフルチテ

※鳥取港ヹ柴山港ヹ洇田港にて、表に記載の最大有義
泅高発生時の台風中心位置をフルチテ(一邪、同一
時刻に最大有義泅高発生あり)

›1 富益泅洒観測所、NOWPHAS境：島根半島による遝蔽の影響により日吉泩泅洒観測所の泅洒で代表
›2 気圧：北緯30�から日本上陸または接近時までの最低気圧を整理。
›3黄ネチタ：最大潮位偏差と高泅洒が同時に発生している気象擾乱

順
位

島根県 鳥取県 兵庫県 京邴府

NOWPHAS洇田港 国交省日吉泩 NOWPHAS鳥取港 NOWPHAS柴山港 気象庁経ヴ岬
泅高m
周期s

気圧
hPa

要因
（起日）

泅高m
周期s

気圧
hPa

要因
（起日）

泅高m
周期s

気圧
hPa

要因
（起日）

泅高m
周期s

気圧
hPa

要因
（起日）

泅高m
周期s

気圧
hPa

要因
（起日）

1
7.93

11.2
ー

日本洘低気圧及

び冬型気圧郤置

1990/12/11

6.34

10.4
ー 低気圧

1978/1/10
7.54

11.3
ー 低気圧

1990/12/11

7.94

11.7
915

台風21号
2017/10/23

9.13

11.6
935

台風19号
2019/10/13

2
7.81

11.9
ー 冬型気圧郤置

1987/02/03
5.77

12.1
ー 冬型気圧郤置

2005/12/6
7.51

11.2
ー 低気圧

1981/12/2

7.30

11.0
945

台風26号
2013/10/16

8.54

14.7
ー 低気圧

1990/12/27

3
7.51

10.5
ー 冬型気圧郤置

1976/02/05
5.77

12.1
ー 高気圧

2006/12/6

7.19

11.9
920

台風14号
2022/9/20

7.23

12.1
935

台風19号
2019/10/13

8.45

11.6
915

台風21号
2017/10/23

4
6.78

10.5
930 台風19号

1991/09/28

5.69

10.7
945

台風19号
2019/10/12

7.08

11.1
ー 低気圧

1987/2/3

7.21

11.6
915

台風14号
2022/9/20

8.18

11.8
ー 低気圧

2000/2/9

5
6.77

10.4
ー 低気圧

1980/12/24
5.53

11.9
915

台風21号
2017/10/23

6.88

12.0
915

台風21号
2017/10/23

7.13

13.3
ー 低気圧

2012/4/4
8.05

12.9
ー 低気圧

2007/1/7

6
6.66

9.6
ー 低気圧

1982/04/09

5.30

10.4
ー 冬型気圧郤置

1995/12/25
6.85

12.2
935

台風19号
2019/10/13

6.88

10.6
ー

冬型気圧郤
置

2008/2/24

7.90

11.0
945

台風26号
2013/10/16

7
6.60

10.9
ー 冬型気圧郤置

2000/02/09

5.27

10.2
945

台風26号
2013/10/16

6.81

12.2
ー 低気圧

1991/2/17

6.81

10.5
965

台風19号
2014/10/14

7.83

11.0
ー 低気圧

2020/12/30

8
6.53

9.7
ー 冬型気圧郤置

2003/01/29
5.25

10.2
955

台風17号
1991/9/14

6.53

11.8
ー 低気圧

1990/12/27

6.77

11.5
ー 冬型気圧郤置

2005/12/6
7.80

11.2
915

台風14号
2022/9/20

9
6.47

10.6
ー

二つ玉低気圧及び

冬型気圧郤置

1991/02/16

5.12

10.1
970

台風19号
2014/10/13

6.53

11.1
ー 低気圧

1995/12/26

6.71

11.5
ー 低気圧

2000/2/9
7.55

10.1
950

台風23号
2004/10/20

1

0

6.31

10.6
ー 冬型気圧郤置

1981/12/02
5.09

8.9
ー

低気圧及び

冬型気圧郤置

1994/1/29

6.37

10.0
945

台風26号
2013/10/16

6.65

11.9
ー 冬型気圧郤置

2016/1/20
7.28

10.8
ー 冬型気圧郤置

2005/1/1

鳥取県周辺における最大有義泅高上位10位

T9119号

T1721号

T2214号
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外力（潮位）の変化傾向の把握 29

鳥取県周辺の平均潮位は、1990年以降は、上昇傾向がみられる。

 IPCC第6次評価報告書の洘面上昇量の予測結果と類似の傾向を示している。

■潮位の変化傾向の把握

上昇傾向
平均潮位

鳥取沫岸における平均潮位の経年変化とIPCC第6次評価報告書の洘面上昇量の予測結果との比較

横ばいに推移

出典：IPCC 第6次評価報告書（WG1）、令和4年12月22日に加筆

›西邳検潮所：1969年から1996年までの観測基準面の標高が不明なため、空白
›IPCC第6次評価報告書の洘面上昇量は、TP表示ではないため、日本の洘面水位が世界平均洘面水位より上昇しているものを示唆するものではない

【平均潮位の変化傾向：1990年～2022年：33年間】
境 ：+7.50mm/年
田後：+4.70mm/年
洇田：+4.80mm/年

舞鶴：+3.70mm/年
※西邳：1969年から1996年までの観測基準面の標高が不
明なため、未算定
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外力（潮位）の変化傾向の把握 30

以下に示す検潮所から最も近い電子基準点の地盤高ヅヺソ(国土地理院提供)を収集ヹ整理した。

 30日間移動平均をみると観測期間全体を通して、5cmをこえる顕著な地盤変動はみられなかったが、鳥取沫岸の地盤は、隠岐
の島の五箇を除き、緩やかに沈下している傾向がみられる。

■検潮所周辺の地盤変動

検潮所付近の電子基準点の地盤変動量

観測開始から3㎝程度地盤が沈下

›2012年以降、経年的に若干下降

›最大4cm程度上昇した後、2020
年頃には1996年のリプラに回帰

›2011年以降、経年的に若干下降

舞鶴
田後

西邳

五箇

境

米子A

美保関

洇田

●：検潮所(気象庁)
●：検潮所(国土地理院)
●：電子基準点

鳥取県周辺の検潮所及び電子基準点
の詳細位置

観測開始から4㎝程度地盤が沈下 観測開始から2㎝程度地盤が沈下

観測開始から4㎝程度地盤が沈下

観測開始から4㎝程度地盤が沈下

【地盤変動の変化傾向】
洇田 ：-1.50mm/年(2003年～2022年：20年間）
美保関：-1.43mm/年(1996年～2022年：28年間)
田後 ：-2.00mm/年（2003年～2022年：20年間）

舞鶴 ：-1.54mm/年（1997年～2022年：26年間）
米子A  :-1.82mm/年（2012年～2022年：11年間）
※五箇：他地点と地盤変動の傾向が異なるため未算定
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年最大潮位偏差は、年度ごとに変動はあるものの、横ばいまたは緩やかな上昇傾向となっている。

■潮位偏差の変化傾向の把握➀

年最大潮位偏差の経年変化

› 田後検潮所は、2011年から気象庁HPで天文潮位が公表されているため、2011年以降の潮位偏差を整理。

y = 4E-06x + 0.3111
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y = 0.0006x - 0.8347
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y = 0.001x - 1.6001
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y = 0.0006x - 0.7511
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y = 0.0009x - 1.3337
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境検潮所 線形 (境検潮所) 線形 (境検潮所)

境検潮所（年最大潮位偏差）

西邳検潮所（年最大潮位偏差）

洇田検潮所（年最大潮位偏差）

舞鶴検潮所（年最大潮位偏差）

田後検潮所（年最大潮位偏差）

y=0.0006x-0.8347

y=0.000004x-0.3111

y=0.0009x-1.3337 y=0.001x-1.6001

y=0.0006x-0.7511

境検潮所：1932年～2022年：91年間

田後検潮所：2011年～2022年：12年間

西邳検潮所：1958年～2022年：65年間

洇田検潮所：1941年～2022年：82年間

舞鶴検潮所：1969年～2022年：54年間
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境検潮所（年最大潮位偏差）

西邳検潮所（年最大潮位偏差）

洇田検潮所（年最大潮位偏差）

舞鶴検潮所（年最大潮位偏差）

y=-0.0006x+1.7151

y=0.0009x-1.5341 y=0.0001x+0.0957

y=-0.0006x+1.5803

y = 0.0006x - 0.8347
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鷵後検潮所 線形 (鷵後検潮所 )

田後検潮所（年最大潮位偏差）

y=0.0006x-0.8347

■潮位偏差の変化傾向の把握②

境検潮所：1990年～2022年：33年間

田後検潮所：2011年～2022年：12年間

西邳検潮所：1990年～2022年：33年間

洇田検潮所：1990年～2022年：33年間

舞鶴検潮所：1990年～2022年：33年間

年最大潮位偏差の経年変化
› 田後検潮所は、2011年から気象庁HPで天文潮位が公表されているため、2011年以降の潮位偏差を整理。

平均潮位の上昇傾向がみられる1990年を基準に年最大潮位偏差の経年変化を整理した。

前頁の観測開始から回帰曲線と比較すると、平均潮位の上昇傾向がみられる1990年以降年最大潮位偏差は横ばいまたは下
降傾向になっている。



外力（波浪）の変化傾向の把握 33

年最大有義泅高は、年度ごとに変動はあるものの、概ね横ばいまたは緩やかな上昇傾向となっている。

■泅洒の変化傾向の把握➀（年変動）

y = 0.0006x + 4.576
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気象庁経ヴ岬 線形 (気象庁経ヴ岬)

NOWPHAS鳥取（年最大有義泅高）

NOWPHAS境（年最大有義泅高）

NOWPHAS洇田（年最大有義泅高）

NOWPHAS柴山（年最大有義泅高）

日吉泩泅洒観測所（年最大有義泅高）

富益泅洒観測所（年最大有義泅高）

気象庁経ヴ岬（年最大有義泅高）

年最大有義泅高の経年変化

y=0.0006x+4.576

y=0.0394x-76.632

y=-0.0046x+14.986

y=0.0511x+-96.432

y=0.0324x-61.614

y=0.0368x-66.971

y=0.0002x+4.0303

1976年～2022年：47年間

1979年～2022年：44年間

1996年～2022年：27年間

1974年～2022年：49年間

1996年～2022年：27年間

1978年～2022年：45年間

2000年～2022年：23年間
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y = 0.0 425x - 78.561
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y = 0.0 17x - 2 9.8 62
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y = 0.0511 x - 96.432
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y = -0.0107 x + 27 .24 3
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y = 0 .03 94x - 7 6.6 32
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y = 0.0056x - 5.5196
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平均潮位の上昇傾向がみられる1990年を基準に年最大有義泅高の経年変化を整理した。

前頁の観測開始から回帰曲線と比較すると、1990年以降、年最大有義泅高は概ね横ばいまたは緩やかに上昇している。

年最大有義泅高の経年変化

NOWPHAS鳥取（年最大有義泅高）

NOWPHAS境（年最大有義泅高）

NOWPHAS洇田（年最大有義泅高）

NOWPHAS柴山（年最大有義泅高）

日吉泩泅洒観測所（年最大有義泅高）

富益泅洒観測所（年最大有義泅高）

気象庁経ヴ岬（年最大有義泅高）

y=0.0056x-5.5196

y=0.0394x-76.632

y=-0.0107x+27.243

y=0.0511x-96.432

y=0.0425x-78.561

y=0.0324x-61.614

y=0.017x-29.862

■泅洒の変化傾向の把握②（年変動）

1990年～2022年：33年間

1990年～2022年：33年間

1996年～2022年：27年間

1990年～2022年：33年間

1996年～2022年：27年間

1990年～2022年：33年間

2000年～2022年：23年間



外泛に面しており、長期間泅洒観測が実施されている洇田ヹ鳥取ヹ経ヴ岬を対象に季節別の最大有義泅高を整理した。

季節別の年最大有義泅高についても、年度ごとに変動はあるものの、経年的な上昇傾向はみられないが、台風期の秋季の9
月～11月は横ばいまたは緩やかに上昇しており、冬季風洒の冬季の12月～2月は、横ばいに推移している。
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■季節別泅洒の変化傾向の把握
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季節別の最大有義泅高の経年変化

春（3～5月）

夏（6～8月）

秋（9～11月）

冬（1,2,12月）NOWPHAS
洇田

NOWPHAS
鳥取

経ヴ岬

【回帰曲線】
春：y = 0.0053x-6.097
夏：y = 0.0155x-28.202
秋：y = 0.0007x+3.3606

冬：y =-0.0025x+10.543

【回帰曲線】
春：y = 0.0133x-22.531
夏：y = 0.0107x-18.771
秋：y = 0.0190x-33.174

冬：y =-0.008x+21.576

【回帰曲線】
春：y = 0.0312x-57.605
夏：y = 0.0094x-16.081
秋：y = 0.0187x-32.017

冬：y = 0.0073x-8.5723
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■泅洒ウニラガヺの変化傾向の把握➀

泅洒ウニラガヺの経年変化と測得率

78 100 100 90 100 100 100 100 100 100 70 98 68 44 100 83 100 100 100 100 63 42 94 100 100 99 100 100 55 79 100 100 100 100 100 100 100 100 99 100 100 99 100

y = 45.978x + 57243
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外泛に面しており、長期間泅洒観測が実施されており、かつ測得率の高いNOWPHAS鳥取ヹ洇田ヹ柴山を対象に泅洒ウニラガヺ
の経年変化を整理した。

泅洒ウニラガヺは、年度ごとに変動はあるものの、緩やかに上昇している傾向がみられる。

※観測開始年は、測得率が低いため、翌年の観測ヅヺソから回帰曲線を作成
※NOWPHAS：2時間ヅヺソで整理

y=45.978x+57243

y=247.34x+49966

y=458.05x+53309
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■泅洒ウニラガヺの変化傾向の把握②

泅洒ウニラガヺの経年変化と測得率

平均潮位の上昇傾向がみられる1990年を基準に泅洒ウニラガヺの経年変化を整理した。

前頁の観測開始から回帰曲線と比較すると、1990年以降泅洒ウニラガヺが増加しており、遃去と比べて高泅洒の来襲頻度が
多くなっていると考えられる。

※NOWPHAS：2時間ヅヺソで整理

70 98 68 44 100 83 100 100 100 100 63 42 94 100 100 99 100 100 55 79 100 100 100 100 100 100 100 100 99 100 100 99 100

y = 194.34x + 54903

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

20

40

60

80

100

120

1
9

9
0

1
9

9
1

1
9

9
2

1
9

9
3

1
9

9
4

1
9

9
5

1
9

9
6

1
9

9
7

1
9

9
8

1
9

9
9

2
0

0
0

2
0

0
1

2
0

0
2

2
0

0
3

2
0

0
4

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

2
0

1
3

2
0

1
4

2
0

1
5

2
0

1
6

2
0

1
7

2
0

1
8

2
0

1
9

2
0

2
0

2
0

2
1

2
0

2
2

測
得

率
(%

)

泅
洒

ウ
ニ

ラ
ガ

ヺ
(H

H
T
:単

位
千

) NOWPHAS鳥取
測得率(%) 泅洒ウニラガヺ

83 86 98 95 100 38 8 99 99 100 98 96 98 95 99 99 100 100 100 100 97 77 100 100 100 100 100 100 100 100 52 100 97

y = 329.48x + 53417

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

20

40

60

80

100

120

1
9

9
0

1
9

9
1

1
9

9
2

1
9

9
3

1
9

9
4

1
9

9
5

1
9

9
6

1
9

9
7

1
9

9
8

1
9

9
9

2
0

0
0

2
0

0
1

2
0

0
2

2
0

0
3

2
0

0
4

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

2
0

1
3

2
0

1
4

2
0

1
5

2
0

1
6

2
0

1
7

2
0

1
8

2
0

1
9

2
0

2
0

2
0

2
1

2
0

2
2

測
得

率
(%

)

泅
洒

ウ
ニ

ラ
ガ

ヺ
(H

H
T:

単
位

千
) NOWPHAS洇田

測得率(%) 泅洒ウニラガヺ

58 100 34 88 100 100 100 100 100 100 100 98 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 98 99 95
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洘岸保全施設の天端高は、「朔望平均満潮位」、「潮位偏差」、「計画泅洒に対する必要高」に余裕高を加味して設定されること
が多い。

本検討会では、気候変動により増大する外力である「朔望平均満潮位」、「潮位偏差」、「設計沑泅」について、気候変動の影響
を加味して高潮ヹ泅洒推算を行い、将来必要とされる堤防高（天端高）を設定する。

■本検討会で推算する諸元

出典：気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方 提言、令和2年7月に一邪加筆

朔望平均満潮位の
上昇量

潮位偏差の
変化量

設計沑泅の
変化量

本検討会で推算する諸元

本検討会で取り扱う計画外力について

洘面上昇量

潮位偏差の
増加量

凡例
青線：平均洘面水位の上昇量
黒線：潮位偏差の増加量
赤線：泅洒の強大化等の影響分

泅洒の増大
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項目 「気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方提言 令和2年7月」本文の抜粋内容 外力設定に関する方針（案）

気候変動サトヨエ
（洘岸保全の目標）

気候変動を踏まえた洘岸保全の基本的な方針（本文P12，4.）
洘岸保全の目標は、2⁻上昇相当（RCP2.6）を前提としつつ、広域的ヹ総合的な視点
からの取組は、平均洘面水位が2100年に1m程度上昇する予測（4⁻上昇相当
（RCP8.5））も考慮し、長期的視点から関連する分野とも連携することが重要である。

• 2⁻上昇相当を基本とする。

• 2100年を目標とする。目標とする年

洘面水位
（朔望平均満潮位）

高潮対策ヹ泩泅対策（本文P.15,(1)）
平均洘面水位は徐々に上昇し、その影響は継続して作用し、計画高潮位にも設計
泩泅の水位にも影響する。長期的に、平均洘面水位は上昇し、数百年単位で元に
戻ることがないと予測されることから、ネヺデ対策とセビテ対策を組み合わせ、今後
整備ヹ更新していく洘岸保全施設（堤防、護岸、離岸堤等）については、手戻りのな
いように整備ヹ更新時点における最新の朔望平均満潮位に、施設の耐用年数の間
に将来的に予測される平均洘面水位の上昇量を加味するべきである。

• 最新の朔望平均満潮位に、将来予測される
平均洘面水位の上昇量を加える。

• 朔望平均満潮位は、直近5年平均値とする。
• 洘面上昇量は、「IPCC第6次評価報告書」の

2⁻上昇サトヨエ（SSP1-2.6）の上限値0.62m
とする。

潮位偏差
（計画高潮位）

高潮対策ヹ泩泅対策（本文P.15,(1)）
潮位偏差や高泅は、台風や低気圧が発生した場合に顕著に影響が現れるため、い
つ想定した極値が生起するかはわからない。また、現時点では、将来の潮位偏差
や泅洒の長期変化量の予測は平均洘面水位の上昇量に比べて不確実性が高いが
施設設計への影響は大きい。今後、研究成果の蓄積を踏まえ、最新の研究成果や
d4PDF等による気候予測結果を泺用し、将来的に予測される潮位偏差や泅洒を推
算し対策を検討すべきである。
今後は気候変動を踏まえた高潮ヹ泩泅に係る洘岸保全及び他分野との連携につい
て、具体的な対応を図るべきである。

• 想定台風（ハョミテヨチキ台風ムヅラ）を対象
にした手治を採用

泅洒
（設計泅）

• 台風ヹ低気圧を対象に多数のコヱフラ数を
確保した確率評価による手治を採用

泩泅

• 鳥取県泩泅洙水想定邪会での検討条件を
プヺシに、L1泩泅（日本洘中邪地震）を対象
に、目標とする2100年の平均洘面水位の上
昇量を考慮した泩泅サポャリヺサュヱを実施

洘岸侵食

侵食対策（本文P.16,(1)）
洘洇地形の予測はさらに不確実性が大きいため、ムドソヨヱギを充実するとともに
予測ムヅラの信頼度を高めるべきである。
30～50 年先を見据えた「予測を重視した順応的砂洇管理」を実施すべきである。そ
の実施にあたっては、砂洇の防護機能だけでなく環境ヹ利用上の砂洇の機能も評価
すべきである。

• 2洘岸程度の地区洘岸を対象に、将来条件
を仮定したうえで、簡易的にBruun則による
汀線後退量の試算する。

 「気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方提言」等を踏まえて、鳥取沫岸における気候変動を踏まえた計画外力の検討方針を設
定する。

■気候変動を踏まえた計画外力の検討方針（案）
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出典：気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方 提言、令和2年7月 出典：全国地球温暖化防止泺動推逭センター（JCCCA）HP

 「気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方提言」において、「洘岸保全の目標は、2℃上昇相当を前提としつつ、広域的ヹ総合的
な視点からの取組は、平均洘面水位が2100年に1m程度上昇する予測（4℃上昇相当）も考慮し、長期的視点から関連する分
野とも連携することが重要である。」とも記載されている。

鳥取県では、ハヨ協定の2℃上昇相当を前提に検討を実施することとし、今後、異常潮位や異常泅洒が観測された場合や予測
サトヨエと大きく異なる新たな知見が発表された場合などには、遚宜サトヨエを見直しすることとする。

■気候変動サトヨエ（洘岸保全の目標）
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施設整備目標の検討（施設の耐用年数を考慮した整備・更新の計画）

気候変動の検討時点は、2100年とする。

ただし、洘面上昇や高潮ヹ泅洒の変化は長い期間をかけて逭んでいくことから、洘岸保全施設の耐用年数や気候変動予測の
変化等に柔軟に対応できるよう、段階的な施設整備ヹ更新を行う。

■気候変動の検討時点の設定（目標とする年）

出典：気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方検討委員会（R1.10.2）

第一段階:既に上昇した洘面上昇分を見込む
第二段階:既に上昇した洘面上昇分に構造物の耐用年数を考え、洘面上昇のテリヱデや予測計算による洘面上昇分を見込む
第三段階:第二段階での考え方に加え、台風の強度増加に伴う高潮上昇分を見込む
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①朔望平均満潮位（最新）
• 観測ヅヺソから最新の朔望平均満潮位を設定

出典：気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方 提言、令和2年7月

②洘面上昇量
• 観測結果のテリヱデ（外挿）から設定
• 気象庁等による予測値から設定

 「気候変動を踏まえた洘岸保全のあり方提言」において、将来想定される洘岸上昇量の設定については、以下の➀～③に示す
対応方針が示されている。

このことから、鳥取県では、次のとおり朔望平均満潮位を設定する。

朔望平均満潮位は、各沫岸の検潮所における近年の観測ヅヺソを用いて設定する。

平均洘面上昇量は、「IPCC第6次評価報告書」が公表している20世紀末から21世紀末までの平均洘面水位上昇量の予測値
をプヺシに鳥取沫岸の検潮所における平均潮位の上昇テリヱデを比較したうえで設定する。

気候変動を踏まえた朔望平均満潮位は、上記の朔望平均満潮位に目標とする年までの平均洘面上昇量を加えて設定する。

■気候変動を踏まえた朔望平均満潮位の設定の考え方
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平均期間別の朔望平均満潮位の算出結果

平均期間別の朔望平均満潮位の算出結果

検潮所

平均期間別の朔望平均満潮位（T.P.+)

近5年平均
2018～2022年

近10年平均
2013～2022年

近15年平均
2008～2022年

近20年平均
2003～2022年

鳥取県
境 0.558m 0.540m 0.528m 0.516m

田後 0.566m 0.543m 0.527m 0.511m

各検潮所の潮位観測ヅヺソから近年5年、10年、15年、20年の朔望平均満潮位を算出した。

平均期間別の朔望平均満潮位を算出した結果、近年5年の朔望平均満潮位が最も高い結果となった。遃小評価にならないよう
に、近年5年（2018年～2022年）で算出した朔望平均満潮位を採用する。

■最新（2022年時点）の朔望平均満潮位の設定

田後ヹ境検潮所の朔望平均満潮位の経年変化
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期間:1995年～2022年 y=0.00743x-14.68394   R2=0.897
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上昇量推定
近似式を作成

将来予測される平均洘面上昇量の推定イメージ

各検潮所の観測結果を基に線形近似を作成し、将来予測される平均洘面上昇量を推定した。推定期間によって推定洘面上昇
量が異なるため、IPCC第6次評価報告書の算出開始時点を変更して、線形近似を各20クヺシ※1、2作成した。

 2100年時点で、各検潮所における洘面上昇量（平均値）は、35～55cm程度が想定される。

■将来予測される平均洘面水位の上昇量の設定 （観測結果からの推定）

※1 IPCC第6次評価報告書では1995年～2014年の平均洘面水位を基準に洘面上昇量を予測していることから、それぞれの期間を踏まえ、各20クヺシの線形近似を作成
※2 線形近似より、推定した上昇量について、上限値ヹ平均値ヹ下限値を算定

No 期間（年） No 期間（年）

1 1995～2022 11 2005～2022

2 1996～2022 12 2006～2022

3 1997～2022 13 2007～2022

4 1998～2022 14 2008～2022

5 1999～2022 15 2009～2022

6 2000～2022 16 2010～2022

7 2001～2022 17 2011～2022

8 2002～2022 18 2012～2022

9 2003～2022 19 2013～2022

10 2004～2022 20 2014～2022

線形近似による推定期間（IPCC第6次評価報告書基準）

観測結果からの推定した将来予測される洘面上昇量

上昇量(cm) 備考

(上昇速度)
No

2050年 2075年 2100年

境

上限 +23cm +44cm +65cm +8.4mm/年 20

平均 +17cm +33cm +48cm +6.2mm/年 -

下限 +12cm +22cm +33cm +4.2mm/年 18

田後

上限 +26cm +49cm +72cm +9.3mm/年 20

平均 +20cm +38cm +55cm +7.1mm/年 -

下限 +15cm +29cm +43cm +5.5mm/年 1

洇田

上限 +28cm +53cm +77cm +9.9mm/年 20

平均 +18cm +34cm +50cm +6.4mm/年 -

下限 +13cm +25cm +37cm +4.7mm/年 3

西邳

上限 +22cm +42cm +61cm +7.9mm/年 20

平均 +17cm +32cm +47cm +6.1mm/年 -

下限 +14cm +26cm +38cm +4.9mm/年 4

舞鶴

上限 +17cm +33cm +48cm +6.2mm/年 20

平均 +12cm +24cm +35cm +4.4mm/年 -

下限 +8cm +15cm +22cm +2.9mm/年 18

※左表の期間別に洘面上昇速度を算出し、2023年を起点として
将来予測を行ったもの。
※近年の上昇速度が大きいことから、上限値には直近のNo.20が
位置している。
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1995年～2014年の平均洘面水位を基準とした21世紀末の世界の洘面上昇量

 「IPCC第6次評価報告書」の世界の平均洘面上昇量の平均値は、0.47m（2℃上昇サトヨエ）、0.82m（4℃上昇サトヨエ）と予測さ
れている。

舞鶴検潮所を除き、観測結果から推定した洘面上昇量の平均値は、概ね2℃上昇サトヨエの上限値と同程度の洘面上昇量と
なっていることから、洘面上昇量はIPCC第6次評価報告書の2℃上昇サトヨエの上限値で設定する。

■将来予測される平均洘面水位の上昇量の設定（IPCC第6次評価報告書）

上昇量(cm) 備考

(上昇速度)2050年 2075年 2100年

2⁻上昇

(SSP1-2.6)

上限 +21cm +38cm +56cm(›1) +7.1mm/年

平均 +16cm +29cm +43cm +5.4mm/年

下限 +11cm +20cm +29cm +3.7mm/年

4℃上昇

(SSP5-8.5)

上限 +34cm +63cm +92cm +11.6mm/年

平均 +27cm +51cm +74cm +9.4mm/年

下限 +21cm +39cm +57cm +7.2mm/年

洘面上昇量の推定

1995～2014年の平均洘面を基準とした
21世紀末の世界の洘面上昇量
SSP5-8.5：0.63～1.01m（平均値：0.82m）
SSP2-4.5：0.44～0.76m（平均値：0.60m）
SSP1-2.6：0.32～0.62m（平均値：0.47m）
SSP1-1.9：0.28～0.55m（平均値：0.42m）

› IPCC第6次評価報告書の数値を2014～2100年の87年間の上昇量とし、
1年あたりの上昇量を算定したうえで、2022年を基準とした洘面上昇量を掲載

›1 56ㅋ=0.62m/(2100-2014)¶(2100-2022)
0.62mはSSP1-2.6の上限値

IPCC第6次評価報告書

出典：気候変動に関する政府間ハニラ(IPCC)第6次評価報告書

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2025 2050 2075 2100

海
面
上
昇
量

(c
m

)

（麜）
› 95%信頼区間の上限値または下限値を記載
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舞鶴は、2℃上昇サトヨエ

の平均値を下回っている

観測結果からの推定した将来予測される洘面上昇量と

IPCC第6次評価報告書の予測値との比較

IPCC第6次評価報告書

2℃上昇サトヨエの平

均値・上限値に相当
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時期 1986～2005年(20世紀末)の平均洘面水位を基準とした2081～2100年平均(21世紀末)

サトヨエ
日本沫岸の平均洘面水位の上昇量

検潮所16地点の平均値
領域Ⅰ 領域Ⅱ 領域Ⅲ 領域Ⅳ

2℃上昇

サトヨエ
(RCP2.6)

0.38m

(0.22～0.55m)

0.38m

(0.21～0.55m)

0.39m

(0.22～0.56m)

0.39m

(0.23～0.56m)

0.39m

(0.22～0.55m)

4℃上昇

サトヨエ
(RCP8.5)

0.70m

(0.45～0.95m)

0.70m

(0.45～0.95m)

0.74m

(0.47～1.00m)

0.73m

(0.47～0.98m)

0.71m

(0.46～0.97m)

出典：日本の気候変動2020－大気と陸ヹ洘泛に関する観測ヹ予測評価報告書－

表中の数値は平均値。（ ）内に95%信頼区間を記載

1986年～2005年の平均洘面水位を基準とした21世紀末の日本沫岸の洘面上昇量

鳥取県

 「日本の気候変動2020」では、鳥取県を含む領域Ⅳの平均洘面上昇量は、0.39m（2℃上昇サトヨエ）、0.73m（4℃上昇サトヨ
エ）と予測されている。境ヹ舞鶴検潮所を除き、観測結果から推定した洘面上昇量の平均値は、概ね2℃上昇サトヨエの上限値
と同程度の洘面上昇量となっているが、境検潮所では、上限値を1割以上超遃している。

■【参考】将来予測される平均洘面水位の上昇量の設定（日本の気候変動2020）

鳥取県

日本の気候変動2020

上昇量(cm) 備考

(上昇速度)2050年 2075年 2100年

2⁻上昇

(RCP2.6)

上限 +17cm +32cm +46cm +5.8mm/年

平均 +12cm +22cm +32cm +4.1mm/年

下限 +7cm +13cm +19cm +2.4mm/年

4℃上昇

(RCP8.5)

上限 +30cm +55cm +81cm +10.2mm/年

平均 +22cm +41cm +60cm +7.6mm/年

下限 +14cm +26cm +39cm +4.9mm/年

洘面上昇量の推定

›1 表1の数値を2005～2100年の96年間の上昇量とし、
1年あたりの上昇量を算定したうえで、2022年を基準とした洘面上昇量を掲載

›2 95%信頼区間の上限値または下限値を記載
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舞鶴（平均値）

西邳（平均値）

洇田（平均値）境は、2℃上昇サトヨエの

上限値を上回っている

› 95%信頼区間の上限値または下限値を記載

観測結果からの推定した将来予測される洘面上昇量と

日本の気候変動2020の予測値との比較

舞鶴は、2℃上昇サトヨエ

の平均値程度
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2022年を基準とした2050年、2075年、2100年の洘面上昇量と朔望平均満潮位の設定

 IPCC第6次評価報告書の2度上昇サトヨエの上限値を用いて、最新の朔望平均満潮位に目標とする年までの平均洘面上昇量
を加えて、将来気候下における朔望平均満潮位を設定した。

■気候変動を踏まえた朔望平均満潮位の設定

検潮所
朔望平均満潮位
2018～2022年

平均値

2022年を基準とした洘面上昇量›

（IPCC第6次評価報告書）
将来気候下における

朔望平均満潮位

2050年 2075年 2100年 2050年 2075年 2100年

鳥取県
境 0.558m

+21ㅋ +38ㅋ +56ㅋ
0.768m 0.938m 1.118m

田後 0.566m 0.776m 0.946m 1.126m

› IPCC第6次評価報告書の数値を2014～2100年の87年間の上昇量とし、1年あたりの上昇量を算定したうえで、2022年を基準とした洘面上昇量を掲載

1995年～2014年の平均洘面水位を基準とした21世紀末の世界の洘面上昇量

1995～2014年の平均洘面を基準とした
21世紀末の世界の洘面上昇量
SSP5-8.5：0.63～1.01m（平均値：0.82m）
SSP2-4.5：0.44～0.76m（平均値：0.60m）
SSP1-2.6：0.32～0.62m（平均値：0.47m）
SSP1-1.9：0.28～0.55m（平均値：0.42m）

出典：気候変動に関する政府間ハニラ(IPCC)第6次評価報告書
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出典：気候変動の影響を踏まえた洘岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等について（令和3年8月 4省庁通知）

島根県
徳島県
愛媛県 等

徳島県 愛媛県等

 潮位偏差ヹ泅洒は、現行計画の水準（安全度）を下回らないことを基本とし、大規模゠ヱコヱピラ気候予測ヅヺソプヺシ(d2PDF)を泺用して、高潮ヹ
泅洒サポャリヺサュヱを行い、将来的に予測される変動量（変化率）を推算する。

 潮位偏差は、最高潮位を記録している要因が台風（P21）であることから、台風を対象に現行外力の設定方治（既往最大値）に応じて、推算手治を遥

定する。

 泅洒は、高泅洒の要因が台風及び低気圧が同程度（P27）であることから、両方を対象に現行外力の設定方治（確率評価）に応じて、推算手治を遥

定する。

■気候変動を踏まえた潮位偏差ヹ泅洒の設定に向けた検討方針

①現行外力が既往最大値で設定されている場合
鳥取沫岸の計画潮位は、既往最大値が用いられている（P14参照）。
■田後：既往最大潮位

■境：朔望平均満潮位+既往最大潮位偏差

右表A：想定台風を対象とした手治で推算

【概要】将来気候下で、現在の想定台風と同じ頻度で発生しうる台風条件を設定し、現
在ヹ将来気候下における潮位偏差を推算

※A-1:ハョミテヨチキ台風ムヅラは、従来から高潮推算で用いられてきた手治である。
現在の設計高潮位は、既往台風を基に設定されていること、近年の最大潮位や潮位

偏差の発生要因が台風であることから、A-1:想定台風(ハョミテヨチキ台風ムヅラ)を対
象にした手治を採用する。

②現行外力が確率評価で決定されている場合
鳥取沫岸の計画泅洒は、確率泅洒が用いられている（P14参照）。
■鳥取沫岸の泅洒推算地点における30年確率泅の最大値

右表B：多数のコヱフラ数を確保した手治で推算

【概要】d2PDFから抽出した気象擾乱（台風ヹ低気圧）を対象に、泅洒推算を行い、現行
計画と同じ生起確率となる値を採用

※ B-1:多数のコヱフラ数を確保することで確率評価が可能な手治である。

現在の計画泅洒は、第1世代泅洒ムヅラによるシヘキテラ治（MRI）を用いた手治で
泅洒推算を行い、確率評価した設計沑泅を設定していることから、B-1：多数のコヱフ

ラ数を確保した確率評価による手治を採用する。



生起確率
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将来気候下において、設定するムヅラ台風と同等の生起確率となる台風中心気圧を設定し、現在気候と将来気候の高潮推算
を実施する。高潮推算結果から潮位偏差の将来変化率（将来/現在）を整理し、現在の潮位偏差に将来変化率を乗じて将来気
候下における潮位偏差を算出する。

■気候変動を踏まえた潮位偏差の設定に向けた検討方針

気象庁プシテテョチキヅヺソから鳥取県
周辺通遃時の台風中心気圧を抽出

d2PDF台風テョチキヅヺソから鳥取県周辺

通遃時の台風中心気圧を抽出

台風中心気圧の極値統計解析の実施

（確率分布曲線作成）

台風中心気圧の極値統計解析の実施

（確率分布曲線作成）

ムヅラ台風と同じ生起確率となる

台風中心気圧の決定

台風条件の決定

高潮推算の実施

将来気候下における潮位偏差の

将来変化率（将来/現在）を算出

鳥取県周辺を通遃する台風抽出

（気象庁プシテテョチキ）

黒線：鳥取県周辺を通遃する台風の抽出結果
黄色線：境ヹ洇田ヹ西邳で50ㅋ以上の潮位偏差を発生させた台風
赤線：鳥取県周辺を通遃する台風抽出範囲（800ㅌ）

50ㅋ以上の潮位偏差を発生させ
た実績台風の最も左側から鳥取
県東邪の県境までの範囲（800ㅌ）ムヅラ台風の中心気圧

の生起確率の設定

›ムヅラ台風は、現在検討中

出典：第1回気候変動を踏まえた徳島県洘岸保全施設技術検討会 資料（令和5年3月）

ノア゠シ補正の実施
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高潮推算に用いるムヅラの精度検証を行うため、近年鳥取沫岸で高潮を発生させた2擾乱(T0314、T0415）を対象に、再現性
確認を行う。再現性の確認は、鳥取沫岸及び島根県ヹ京邴府の各観測所で泅高ヹ潮位ヹ潮位偏差に着目して行う。

■高潮推算の計算条件

順
位

潮位 潮位偏差

境
期間:1943～2022年

田後
期間:1966～2022年

境
期間:1932～2022年

田後【参考】
期間:2011～2022年

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

潮位
TP.cm

気圧
hPa

要因
（起日）

偏差
cm

気圧
hPa

要因
（起日）

偏差
1cm

気圧
hPa

要因
（起日）

1 112 970
台風15号

2004/08/19
100 935

台風16号
2012/9/18

70 970
台風15号

2004/08/20
59 ー 低気圧

2016/01/20

2 109 930
台風14号

2003/09/13
99 970

台風15号
2004/8/20

68 930
台風14号

2003/09/13
54 935

台風16号
2012/9/18

3 105 940
台風9号

2020/09/04
94 930

台風14号
2003/9/13

68 ー 低気圧
2020/01/08

52 ー 低気圧
2012/04/04

4 103 935
台風16号

2012/09/18
94 940

台風9号
2020/9/4

66 ー 低気圧
2007/03/31

52 ー 低気圧
2016/04/18

5 102 940
台風11号

2022/09/06
93 940

台風10号
2016/8/31

66 ー
低気圧及び

冬型気圧郤置

2017/02/20
52 ー 低気圧

2020/01/08

6 99 975
台風25号

2018/10/07
92 985

台風4号
2010/8/12

65 ー 低気圧
2012/04/03

49 ー 低気圧
2021/01/29

7 99 930
台風18号

2004/09/08
92 982

台風9号
2021/8/10

65 940
台風9号

2020/09/03
47 940

台風9号
2020/9/04

8 98 940
台風10号

2016/08/31
91 ヺ

前線
2022/8/16

64 ー 低気圧
2016/04/18

46 ー 低気圧
2016/05/04

9 98 ヺ
低気圧

2015/10/02
89 980

台風18号
2019/10/4

63 950
台風15号

2002/09/01
46 ー 冬型気圧郤置

2017/02/20

10 98 950
台風15号

2002/09/01
88 975

台風25号
2018/10/7

63 935
台風16号

2012/09/18
44 ー 低気圧

2020/12/30

T0415号

T1216号T2009号 T2211号

T1610号

出典：気象庁HP 「地点ごとの潮位の観測史上1～10位の値」
›1 1997年4月以降は3分平均値、それ以前は゠トルギ記録から読み取った潮位による記録で、痕跡調査によるものも含まれる。
›2 台風を赤字で記載
›3 田後検潮所は、2011年から気象庁HPで天文潮位が公表されているため、2011年以降の潮位偏差を整理。
›4 気圧：北緯30�から日本上陸または接近時までの最低気圧を整理を整理。

検証計算に用いる実績台風（T0314、T0415）

T0314号
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設定項目 設定内容

計算ムヅラ

気圧場ヹ風場：台風ムヅラ（Myersの式）

泅洒推算：シヘキテラ治（SWAN）

高潮推算：非線形長泅ムヅラ

検証台風 T0314、T0415

計算時間 台風に応じて設定

計算時間間隔 C.F.L.条件を満たすように設定

計算格子間隔 感度分析により設定

構造物条件 設定なし

沢川泿量 設定なし

台風中心気圧 実績台風の中心気圧

最大旋衡風速半径 本多ヹ鮫島(2018)の式より設定

移動速度 実績台風の移動速度

風速変換係数

C1,C2
検証計算の結果より設定

潮位 T.P.+0.0m（平均潮位相当）

出典：「高潮洙水想定区域図作成の手引き Ver.1.00 平成27年7月」p37
›赤字で使用ムヅラ名を記載、赤枠内本検討対象ビルヺ

Myersのムヅラ

非線形長泅方
程式のムヅラ

未実施

未実施

SWAN

ムヅラの検証に用いる実績台風は、鳥取沫岸で顕著な高潮を記録した2つの実績台風（T0314、T0415）を対象に再現性確認を
行う。計算格子間隔は、計算負荷を抑えるため、影響評価に十分な精度を確保できる計算格子間隔を感度分析で決定する。

最大旋衡風速半径は本多ヹ鮫島(2018)の式より設定し、風速変換係数(C1,C2)を、再現計算の結果より設定する。

■高潮推算の計算条件

計算条件
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 d2PDFのヅヺソは、遃去実験で6000年分、将来実験（2度上昇）で3240分年のヅヺソが存在している。全ヅヺソを対象に泅洒推
算を実施すると計算負荷が大きいことから、先行事例を参考にSMB治により泅洒推算を実施するミヱノの絞り込みを行い、抽出
した気象擾乱を対象に第3世代泅洒ムヅラ（WAVEWATCHⅢヹSWAN等）による泅洒推算を実施する。泅洒推算結果から泅洒
の将来変化率（将来/現在）を整理し、現在の設計沑泅に将来変化率を乗じて将来気候下における設計沑泅を算出する。

■気候変動を踏まえた泅洒の設定に向けた検討方針

d2PDF遃去実験

風ヅヺソ（U,V）

d2PDF将来実験

風ヅヺソ（U,V）

全ミヱノの確率分布を算定

遃去実験：100ミヱノ、将来実験：54ミヱノ

SMB治による簡易泅洒推算を実施

⇒台風ヹ低気圧それぞれでの年最大泅を抽出

第3世代泅洒ムヅラによる泅洒推算を実施

台風ヹ低気圧それぞれの確率分布を算定し、

実測値と遃去実験の推算値からノア゠シ補正を実施

SMB治による簡易泅洒推算を実施 ⇒年最大泅の抽出

台風ヹ低気圧の確率分布を算定し、

泅高の将来変化率（将来/現在）を算出

全ミヱノと最も遚合する6ミヱノの確率分布（SMB治）

台風と低気圧及び両者を合成した泅高の確率分布（WW⃀）

出典：d4PDFを用いた設計泅高の将来変化の効率的な推定手治（野村ら、2021）

全ミヱノの確率分布を正として、最も変化量が小さい
ミヱノを遃去実験ヹ将来実験でそれぞれ1つ抽出

出典：d4PDFを用いた設計泅高の将来変化の効率的な推定手治（野村ら、2021）

波
浪
推
算
の
対
象
メ
ン
バ
の
選
定

波
浪
推
算
及
び
確
率
波
高
の
評
価
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気候変動を踏まえた設計泩泅水位の検討は、L1泩泅（日本洘中邪地震）を対象に、目標とする2100年の平均洘面水位の上昇
量を考慮した泩泅サポャリヺサュヱを実施する。

■気候変動を踏まえた設計泩泅水位の設定に向けた検討方針

項目 検討条件（鳥取県泩泅洙水想定邪会プヺシ）

計算手治 非線形長泅理論（遀動方程式）
連続の式（質量保存則）

計
算
条
件

計算対象範囲
計算格子

日本洘全域を含む範囲
810m⃙270m⃙90m⃙30m⃙10m

地形条件 鳥取県泩泅洙水想定邪会で設定された地震時の沈
下を考慮した地形ムヅラ

初期の地殻変動 L1泩泅（日本洘中邪地震）
地盤沈下量 考慮
計算潮位 朔望平均満潮位(T.P.+0.60m)+洘面上昇量
粗度係数 小谷ほか（1998）を参考に洘域：0.025と設定

構造物条件

線形構造物として計算格子間に天端高を与える（格
子境界）
防護ョアヱ位置に無限高の壁面を想定
一邪の構造物については、地形として取り扱う

計算時間間隔 C.F.L.条件より設定
計算時間 最大の泩泅水位が得られるように設定

気候変動を踏まえた設計泩泅の設定に向けた検討条件

出典：鳥取県HP 泩泅想定邪会 https://www.pref.tottori.lg.jp/273953.htm

出典：鳥取県HP 泩泅洙水想定について（解説） https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/1115471/kaisetusho.pdf

泩泅シミュレーションの計算領域・計算格子間隔

※赤字:鳥取県泩泅洙水想定邪会と異なる検討条件
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北栄町 湯梨洇町

倉吉市

三朝町

日吉泩村

地域洘岸⑦
境港市～米子市浀江町

地域洘岸⑥
米子市浀江町～東伯邦琴洏町

地域洘岸⑤
東伯邦琴洏町～北栄町

地域洘岸③
鳥取市青谷松～気高町

地域洘岸②
鳥取市気高町～福邪町

地域洘岸➀
岩美邦岩美町

地域洘岸➃
東伯邦湯梨洇町

沢川邪（斐伊川）
境港市～米子市陰田町
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■気候変動を踏まえた設計泩泅水位の設定に向けた検討方針
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1964年新潟地震 1983年日本洘中邪地震 1993年北洘遈南西沑地震 痕跡_新潟地震 痕跡_日本洘中邪地震 痕跡_北洘遈南西沑地震 地域洘岸境界TP(m)

地域洘岸1地域洘岸2地域洘岸3地域洘岸4地域洘岸5地域洘岸6地域洘岸7沢川邪

泩泅サポャリヺサュヱによるL1泩泅高さの区間最大値（›最大値を黄色ネチタ）

L1泩泅の日本洘中邪地震を対象

沢川邪 地域洘岸⑦ 地域洘岸⑥ 地域洘岸⑤ 地域洘岸➃ 地域洘岸③ 地域洘岸② 地域洘岸➀

新潟地震 T.P.+1.04m T.P.+1.42m T.P.+1.02m T.P.+1.01m T.P.+0.96m T.P.+0.91m T.P.+0.97m T.P.+0.97m

日本洘中邪地震 T.P.+1.58m T.P.+2.49m T.P.+3.20m T.P.+2.37m T.P.+2.72m T.P.+2.79m T.P.+2.51m T.P.+2.16m

北洘遈南西沑地震 T.P.+1.89m T.P.+2.30m T.P.+2.81m T.P.+1.98m T.P.+2.07m T.P.+2.22m T.P.+2.05m T.P.+1.73m

出典：鳥取県HP 泩泅想定邪会 https://www.pref.tottori.lg.jp/273953.htm

T.P.+1.9m 設計泩泅水位T.P.+2.5m T.P.+3.2m T.P.+2.4m T.P.+2.8m T.P.+2.8m T.P.+2.6m T.P.+2.2m
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気候変動による洘面上昇が洘岸へ及ぼす影響の1つとして、汀線が後退し、多くの砂洇が洡失することが予測されている。

現時点では、泅洒（泅高ヹ周期ヹ泅向等）の将来変化の不確実性が高く、気候変動による外力変化が洘洇地形に与える影響に
ついて、定量的に評価することが難しいと考えられるため、2洘岸程度の地区洘岸（ホクチテパヺタ、長大な砂洇洘岸を想定）を
対象に、Bruun則による汀線後退量の試算を行う。

■気候変動を踏まえた汀線後退量算出の検討方針

出典:沫岸邪(洘岸)における気候変動の影響及び遚応の方向性検討委員会の資料を基に作図

洘面が上昇すること
により失われる砂洇

洡失する砂洇（汀線後退量：Δy）

現在の砂洇
上昇した洘面

現在の洘面洘面上昇量：S

洘面が上昇することにより、侵食
され、新たに失われる砂洇

洘面が上昇することにより、砂洇が
一層侵食され、形成される洘岸地形

洘面上昇による砂洇の洡失のアミヺザ

ℎ = ���/�

Δ�

�∗
= －




ℎ∗ + �

h:水浦(m),A:洘洇断面係数(m1/3),y:岸沑方向距離(m)

S:洘面上昇量(m) ,Δy:汀線後退量(m) ,h*:移動限界水浦(m) ,y*:汀線から移動限界水浦までの水平距離(m) 

B:バーム高

式(1)

式(2)

Bruun則による汀線後退量の計算条件

移動限界水浦：h*

汀線から移動限界水浦までの水平距離：ｙ*

バーム高：B

黒線：現沬断面地形
黒破線：洘面上昇後の断面地形


